





















（ 1 ）　最決平成29・ 7 ・ 5 LEX/DB25546833。原審判決は東京高判平成27・ 9 ・25判
時2319号123頁、一審判決は横浜地判平成25・ 9 ・30判タ1418号374頁。

































































































　「対向犯的な性質をもつ a・b という二つの行為の中で、法律が a 行為だ
けを犯罪定型として規定しているときは─当然に定型的に予想される b
行為を立法にあたって不問に付したわけであるから─ b 行為は罪としな

























































































































































































































2 版〕』（日本評論社、2017年）447頁、浅田和茂『刑法総論〔第 2 版〕』（成文堂、
2019年）414頁。
（16）　佐伯・前掲注（ 7 ）423頁、山口・前掲注（ 7 ）356─357頁参照。
（17）　「逆推論」という表現については、山中敬一監訳『ロクシン刑法総論　第 2 巻
［犯罪の特別現象形態］（翻訳第 1 分冊）』（信山社、2011年）183頁参照。




























































D ほか 2 社の株券の公開買付けを行うことについての決定をした旨の公
開買付けの実施に関する事実を知り、B に、「D 株が TOB になる。」など
と電話で伝えた。B は、上記事実の伝達を受け、自らその銘柄を調べ、自
己の判断で、法定の除外事由がないのに、上記各事実が公表される前に、








B はその知人であるが、被告人は、平成22年12月13日頃から平成23年 4 月27日頃ま
での間に、別表記載のとおり、A 証券が株式会社 C ほか 2 社との間で締結したア
ドバイザリー業務委託契約等の締結の交渉又は履行に関し、C 社ほか 2 社の業務執
行を決定する機関が、それぞれ東京都中央区日本橋兜町 2 番 1 号所在の株式会社東
京証券取引所が開設する有価証券市場に株式を上場していた株式会社 D ほか 2 社
の株券の公開買付けを行うことについての決定をした旨の公開買付けの実施に関す
る事実を知り、同年 2 月22日頃から同年 4 月28日頃までの間に、別表記載のとお
り、B に「D 株が TOB になる。」などと電話で言って、前記各事実を伝え、その
公表前に D 社ほか 2 社の株券を買い付けるように促すなどして唆し、よって、同
人にその旨の決意をさせた上、上記各事実の伝達を受けた同人をして、法定の除外
事由がないのに、上記各事実の公表前である同年 2 月22日から同年 9 月 2 日までの











































































































































































































































































































































































（31）　大判明治37・ 5 ・ 5 刑録10輯955頁。


























































































30　　早法 95 巻 1 号（2019）
者は、既に述べたように、必要的共犯（対向犯）の領域では、こうした解
釈は認められないと考えるが、逆に、こうした解釈の名の下での法創造を
認めるということは、共同正犯と教唆犯の境界線を消滅させる方向性を加
速することになることも意識しなければならないであろう。
＊ 本稿は早稲田大学特定課題研究助成費（2018K─036）による研究成果の一
部である。
